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1．緒 言 

不透過型コンクリート砂防堰堤は，これまで荒廃した山地

の山脚固定や土石流の捕捉，渓床勾配の緩和など下流域への

土砂災害防止に寄与してきた．一方，その構造型式（不透過

性）により，常時の堆砂による貯砂空間の低下や渓流の連続

性の遮断など，機能上や環境上の問題が指摘されている．こ

れらの問題を解決するため，近年，既設の不透過型コンクリ

ート砂防堰堤に透過性を持たせるスリット化が実施されつつ

あり，最近では鋼製透過型堰堤への改良事例も報告されてい

る（写真-1）．そこで，本稿においては，鋼製透過型へ改良（ス

リット化）された既設の不透過型コンクリート砂防堰堤につ

いて，その改良タイプや構造などの改良実態調査を実施した

のでその結果を報告するものである． 
2．調査対象 
既設不透過型コンクリート砂防堰堤を対象に，不透過型堰

堤から鋼製透過型堰堤へ改良された事例について実態調査を

実施した．よって，ここではコンクリートスリット堰堤への

改良や既設コンクリートスリット堰堤の改良（横桟設置など）

は調査対象外とした． 
3．実態調査結果 
3.1 改良形態（改良タイプ） 

表-1に，32件の既設不透過型堰堤の改良事例について，

改良形態を調査した結果を示す．改良形態（改良タイプ）は，

切欠きタイプと嵩上げタイプに分類される．ここで，切欠き

タイプとは，既設堰堤の水通し部の全部，あるいは一部を切

り欠いた構造をいい，嵩上げタイプとは，既設堰堤をコンク

リートにより嵩上げ（腹付け）を行った構造をいう．これよ

り，切欠きタイプは26件，嵩上げタイプは6件であり，切

欠きタイプが多いことがわかる．これは，現地条件等を勘案

し，既設堰堤の堰堤高を変更することなく，土石流・流木等

の捕捉効果（計画捕捉量）を向上させることを改良目的とし

た事例が多いためと考えられる．嵩上げタイプについては，

その構造の違いにより，上流腹付け，下流腹付け，上下流腹

付けの3タイプに分類され，下流腹付けが嵩上げタイプ全6
件中4件と最も多い．なお，今回調査した32件の事例は，

全て土石流区間での改良事例であった． 
3.2 改良型式 

表-2に改良型式，写真-2に改良型式別の設置事例を示す．

改良型式は，渓床まで開口部を有する全透過型と，渓床上部

に不透過部を有する部分透過型に分類され，事例件数は，そ

れぞれ全透過型17件，部分透過型15件である．ここで，各

型式の改良形態をみると，部分透過型は，切欠きタイプ9件

と嵩上げタイプ6件に分けられるものの，全透過型は，17
件全てが切欠きタイプであり，嵩上げタイプでの改良事例は

認められなかった．これは，施設の構造上，全透過型は渓床

部まで開口部が必要になることが要因であると考えられる． 

以上より，今回調査した改良形態および改良形式を分類す

ると図-1のとおりとなる． 
3.3 鋼製高と堰堤高の関係 

 図-2に，鋼製高と堰堤高の関係を示す．これより，堰堤高

15m以上のハイダムについても改良事例があり，幅広く施設

改良が実施されていることがわかる．なお，鋼製高について

改良形態（改良タイプ） 件数（割合） 

切欠きタイプ 26 （81%）

嵩上げタイプ 

上下流腹付け 1     

上流腹付け 1     

下流腹付け 4     

小計     6 （19%）

計    32（100%）

表-1 既設堰堤の改良形態 
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図-1 既設堰堤の改良形態・型式分類
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改良型式 改良形態（改良タイプ） 件数（割合） 

全透過型 

切欠きタイプ   17      

嵩上げタイプ －      

小計    17 （53%）

部分透過型 

切欠きタイプ 9     

嵩上げタイプ 6     

小計    15 （47%）

計    32（100%）

表-2 既設堰堤の改良型式 

写真-1 不透過型コンクリート砂防堰堤の改良事例 
(a) 改良中 (b) 改良後



は，全てが14m以下となっている．ここで，全透過型の底

版コンクリート厚（堰堤高－鋼製高）をみると，全ての事例

で2.0m以上であり，これは，鋼管の埋め込み長など施設の

安定・構造上からの必要厚さや堰堤の基礎根入れ深さから決

定されていると考えられる．部分透過型の鋼製高については，

最小2.0m，最大6.0mであり，堰堤高さや改良形態に関わら

ず，鋼製高2.0m～3.0mの事例が多い．部分透過型における

鋼製高と不透過部高さの比は1：2.5～6.0程度の範囲となっ

ており，堰堤高に対して不透過部の比率が高いことがわかる． 
3.4 部材純間隔 

 図-3に，最大礫径d95と部材純間隔W の関係を示す．こ

れより，部材純間隔比W /d95は，改良型式に関係なく，全て

の事例でW /d95=1.5以下となっており，多くがW /d95=1.0
程度に設定していることがわかる．なお，保全対象直上流に

設置された最下流堰堤の改良事例は7件（全透過型3件，部

分透過型4件）であり，部材純間隔は1件を除きW /d95=1.0
以下であった．図-4に，部材純間隔比と設置年，設置件数の

関係を示す．今回調査した事例では，指針 1)が改訂された

2007年以降に改良工事が実施された堰堤（32件中28件）が

多く，また，2009年以降から最下流堰堤を含む鋼製透過型堰

堤への改良事例が増加し，全透過型，部分透過型ともにW /d95

を小さく設定している傾向がうかがえる． 
4．考察 
本稿では，既設不透過型コンクリート砂防堰堤の高機能化

の1つとして考えられる鋼製透過型堰堤への改良（スリット

化）について実態調査を実施した．不透過型砂防堰堤の機能

は，土石流の捕捉や山脚固定，渓床・渓岸浸食防止，渓床勾

配の緩和などがあり，全ての既設不透過型堰堤でスリット化

による施設改良が適用できるものではない．しかしながら，

土石流発生時に備えた貯砂容量が求められる土石流対策の堰

堤や，近年頻発する流木災害に対応するため，流木の捕捉機

能を向上させる必要がある場合などには，鋼製透過型による

スリット化が有効であると考えられる（写真-3）．一方，土石

流区間での部分透過型への改良については，流木捕捉機能の

向上を目的に改良された事例 2)や部分透過型の土石流捕捉効

果の検証実験 3)などを踏まえ，現地の渓流状況や改良目的に

応じた部材純間隔を適切に定める必要があると考える． 
さらに，掃流区間における不透過型堰堤については，流木

対策を目的とした部分透過型への改良や，近年，渓流内の土

砂管理を目的として実施されつつあるシャッター砂防堰堤 4)

など，施設の高機能化に向けた改良も有効であると考える． 
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写真-2 改良型式別の設置事例

(a) 全透過型（切欠き） (b) 部分透過型（切欠き） (c) 部分透過型（嵩上げ）

図-3 最大礫径～部材純間隔の関係
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図-2 鋼製高～堰堤高の関係
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写真-3 堰堤改良後の土石流・流木捕捉事例

(a) 全透過型（切欠き） (b) 部分透過型（切欠き）2)

図-4 部材純間隔比～設置年～設置件数の関係

1 1 1 1
2

5

2 2
1

1

2

5

5
2

1

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014

設
置
件

数
（

件
）

部
材

純
間
隔

比
(W
/d
9
5)

設置年

全透過型件数
部分透過型件数
全透過型

全透過型(最下流堰堤)
部分透過型
部分透過型(最下流堰堤)

指針1)改訂年

2007年


